
■対象区域の概要
○徳島県海部群美波町
○140.74k㎡
○6,433人(2020.12現在)
■対象区域のビジョン

○LPWAとBLEを組合わ
せた自律分散型ネット
ワーク“止まらない通信
網”を全町に構築し、「美
しい町」（平常時）と「人
命」（災害時）を守り抜く。

美波町スマートシティ事業（美波町スマートシティ事業コンソーシアム） １
■ 事業のセールスポイント
少子高齢化や過疎化が引き起こす地域課題と、南海トラフ地震による県下最大の津波リスク対策の課
題に対し、平常時と災害時の両面に資する低コストで実装性の高い小規模自治体向けの地域課題解決

型のスマートシティを目指す。

■本事業全体の概要■位置図

“止まらない通信網”を IoT基盤インフラ とし、「産業振興」 「健康」 「安全・安心」
「防災」 の4分野に対する新技術を導入するスマートシティモデルの実装を目指す。



美波町スマートシティ事業（美波町スマートシティ事業コンソーシアム） ２
運営体制スマートシティの目標(KPIの設定)

導入技術

・右記に示す先進的技術の
導入における各種センサー
やデバイス等について、「1.
基盤技術」のIoTインフラあ
る“止まらない通信網”のネ
ットワークを活用して通信を
行う。
・最優先課題である「5.防災
」と「4.安全・安心」の分野に
おいては、平常時・災害時と
もに資する技術導入を実施
する。その他、獣害対策等
の「2.産業振興」分野、健康
マイレージ等での健康増進
を図る「3.健康」分野の技術
導入を行う。

注：（美波町スマートシティコンソーシアム)
【止まらない通信網活用減災推進委員会】

・徳島文理大学
(構成員)【委員長】

・徳島大学
(構成員)

・阿南工業高等専門学校
(構成員)

有識者

・独立行政法人
都市再生機構西日本支社
(構成員)

・徳島県南部総合県民局
(構成員)

県・UR

行 政

徳島県美波町
(構成員)【事務局】

民間企業

－目指す姿－

■代表KPI
●平常時：「人々の営みを維持し、美しい町を守る」
空家利活用につながるサテライトオフィス進出企業数：累計40件(2030年)
●災害時：「災害死者数をゼロにする」
町民の防災意識の高まりの指標となる避難訓練参加者率：20％(2030年)

■個別KPI（一部）
「健康」「安全・安心」「防災」関連の指標となる1日のタグ・アプリ稼働数：1,400人/日
(2030年度)

－KPIの設定－

”止まらない通信網”を全町に構築し、「美しい町」と「人命」を守り抜く

－4つの特徴－
課題解決の地産地消 文化的景観を守る

スマートシティ＝レジ
リエント(強靭化)シティ

実装性の高さ、全町
テストフィールド

・三井共同建設コンサルタント株式会社
(構成員)【事務局長】

・株式会社Skeed
(構成員)【事務局】
・株式会社あわえ (構成員)
・株式会社イーツリーズ・ジャパン
(構成員)
・サイファー・テック株式会社 (構成員)
・株式会社電信 (構成員)
・ニタコンサルタント株式会社 (構成員)
・古野電気株式会社 (構成員)
・株式会社レーザーシステム (構成員)



美波町スマートシティ事業（美波町スマートシティ事業コンソーシアム） ３
ビジネスモデル

スケジュール

フ
ェ
ー
ズ

年
度

取
組
み

・2017年度より日和佐地
域の一部で止まらない
通信網を設置し、実証
実験を開始
・2018年度より健康ポイ
ントの導入

・スマートシティモデル
事業実行計画の策定
・2021年度では事業可
能性調査を実施し、
事業計画の深度化を
図る

・①日和佐地域、②由
岐地域、③赤松地域
の3地域において、
「安全・安心」「防災分
野」を中心に実証実
験を実施
・データプラットフォー
ムの具体検討および
実証開始

・12地域へ順次止まら
ない通信網を実装
・優先順位の高い新技
術の導入
（3(1)健康づくり、健康
増進、4(1)高齢者・子
供の見守り。 5(1)発
災時の位置情報取
得等）

・12地域へ順次止まら
ない通信網を実装
・中長期的に位置付け
た、左記以外すべて
の新技術の導入
・データプラットフォー
ムの実運用

・止まらない通信網を
12地域で完全設置
・全サービスの実運用
・他市町村への横展開

実証1
【PoC#1】

調査
計画

実証2
【PoC#2】

実装1
【短期】

実装2
【中期】

運用

2017年度～ 2020年度～ 2022年度～ 2024年度～ 2026年度～ 2030年度～

■官民連携したビジネススキームのイメージ
・本事業においては、通信網事業とその通信網を活用するスマートシティ事業（コンテンツ・サービス）を
一つの民間事業者が担うのではなく、事業の時系列や事業分野に応じ、複数の民間事業者で役割分
担することが肝要。

■財源の確保のイメージ


